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シンガポールには、海峡と歴史、そして日々の経済生活の大部分を共有す
る二つの隣国があります。東南アジアで最も人口の多い国であるインドネ
シアは、シンガポール海峡を挟んで南へフェリーですぐの距離にありま
す。1965年にシンガポールが分離したマレーシアは、北のコーズウェイの
向こう側にあります。両国はこの都市に水、労働力、食料、エネルギー、
そして産業用地を供給しています。同時に、シンガポールの銀行、ウェル
スマネジメント会社、ファミリーオフィスの顧客の大きな部分も両国から
来ています。本章では、金融センターの視点から、この近隣二国との経済
関係を考察します。具体的には、インドネシアの富裕家族がシンガポール
に保有する資産、リアウ諸島とジョホールの越境経済圏、ジャカルタとク
アラルンプールが未申告資産を国内に呼び戻そうとした税務恩赦、そして
近接性が生み出す機会とリスクを取り上げます。

このテーマには長い歴史があります。これまでの章で示したとおり、1819
年の自由港はジョホール・リアウ王国の領土に建設され、その繁栄は当
初から群島とマレー半島の交易に依存していました。1824年、1965年、そ
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してその後に引かれた政治的国境は、こうした結びつきの法的形態を変え
ましたが、それを断ち切ることはありませんでした。一つの地域内の交易
であったものが、越境交易、越境投資となり、さらに越境ウェルスマネジ
メントとしての性格を強めていきました。ここから生じる問いは、より大
きな隣国のそばに位置するあらゆる金融センターに共通するものです。隣
国の市民の富にどこまで奉仕してよいのか。隣国が税法を厳格化したと
き、どう対応するのか。そして、成長の恩恵を国境を越えてどのように分
かち合うのか。

ジュネーブ巻は、フランスに囲まれイタリアにも近い都市について、同じ
問いを立てました。107,200人の越境通勤者を抱えるジュネーブとフランス
側後背地との関係、そしてフランスとイタリアがスイスに保有された資産
から税を回収するために実施した適正化プログラムは、示唆に富む類例と
なります。本章末尾の比較では、これらの類例がどこまで当てはまり、ど
こでシンガポールの立場が異なるのかを示します。シンガポールの隣国
は、自国の金融システムがなお成長途上にある大規模な新興経済国だから
です。

要点
シンガポールは、インドネシアの富裕家族の資産にとって最も重要な国外
の保管先です。2016～2017年のインドネシアの税務恩赦では、インドネシ
ア人はシンガポールに保有する資産として751.19兆ルピアを申告しまし
た。これは申告された国外資産全体の約73％に相当しますが、シンガポー
ルから国内に還流したのは約85兆ルピアにとどまりました。シンガポール
はまた、インドネシアに対する外国直接投資の群を抜いて最大の出資国で
あり、その一部はシンガポールの持株会社を経由したインドネシアおよび
国際的な資本です。リアウ諸島では、バタム、ビンタン、カリムンが1970
年代以降、とりわけ1989年の成長の三角地帯以降、シンガポールの産業経
済の延長として開発されてきました。インドネシアとの犯罪人引渡条約は
2024年3月から発効しています。マレーシアとの間では、2025年1月7日に
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合意されたジョホール・シンガポール経済特区が約3,571平方キロメートル
を対象とし、5％の法人税率、ナレッジワーカー向けの15％の所得税率、
そしてフォレスト・シティのシングル・ファミリーオフィスに対するゼロ
税率を提供しています。近接性はシンガポールに顧客、土地、労働力、成
長をもたらしますが、同時に金融センターを隣国の資本規制、税制、金融
犯罪、環境危機にさらすことにもなります。
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